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鎌 倉 健(大 阪樟蔭女子大学)

現在大 阪は,全 国的にみて ももっとも経済

的困難 に直 面 して いる地域 の ひ とつであ る.

た とえば事業所統計でみて も,こ の5年 間で

約5万 件 の事業所が減少 してい る.ま た失業

率は8パ ーセ ン ト台で全国水 準 を約3パ ーセ

ントも上 回 り,沖 縄 に次いで全 国第2位 であ

る.野 宿生活者(ホ ー ムレス)の 数 は7千 人

を超え,こ の数 は全 国一で 日本全体のなんと

3分 の1強 を占めている.

この ように大阪経済の衰退現象が随所で顕

在化 するなかで,大 阪経済の再生を図ること

が愁眉 の課題 となってい る.こ のとき,大 阪

の産業 を再生 し大都市問題の解 決をすすめ る

方途 をめ ぐって,大 阪市立大学の研究者 グル
ープが長年 にわたってすすめて きた研究成果

が本書であ る.

本書 は副題 に 「大阪産業の過去 ・現在 ・未

来」 とある ように,構 城 も三部構成 をと り,

第1部 では大阪産業の構造的変化 とそれにと

もな う都市構造の変遷 について,主 に戦後 に

焦点 を当て論 じて いる.具 体 的には,第1章

で は大阪産 業 の変遷 につい て概 観 した うえ

で,第2章 で は 「地盤沈下」 の もとですすめ

られた公共事業 による 「間接的産業振興 策」

としての地域 開発 ・都市開発の矛盾や問題点

について論 じてい る.ま た第3章 で はその中

心 的事業の ひとつであ り,プ ラ ッ トフォーム

としての都市交通整備の変遷について論 じて

いる.

第2部 で は大阪経済 を構i成する代表的産業

であ る機械工 業(第4章),繊 維産業(第5

章),医 薬 品産業(第7章),そ れ と深 く結び

ついた卸売業(第6章)や 小 売業(第9章),

サー ビス業(第8章)に ついて,そ れぞれの

業種 ・業態の変容 と今後の発展 の可能性 につ

いて主に産業集積の観点か ら論 じている.そ

して第10章 で は,大 阪産業 の グローバ ル化

に対応 した国際的共生の可能性 について も論

じてい る.

第3部 においては大阪産業の再生 にむけた

政 策や実 施主体 のあ り方 にかかわ り,第11

章 で は中小企 業政 策 との 関連 か ら大 阪府 の

「産業再生プ ログラム(案)」 について検討 し

てい る.そ の うえで,第12章 では産業再生

を図るうえで,も う一方の主体 とな り得る 自

治体 産業政策 のあ り方について論 じてい る.

また第13章 で は,都 市政 策にかか わって関

経連 による 「関西再生論」を検討 したうえで,

それ に内包す る限界等 をあ きらか に して い

る.さ らに終章では,産 業活動 と都市の関係

としての 「関係性 資産」 に着 目した産業再生

策を提示 している.

この ように本書 は,今 日の 「大阪問題」 を

産業論お よび都市構造論か ら本格的 に論 じた

もので,ま さし く時期 にかなった出版である.

また全国的 にも 「産業空洞化」 問題が大 きな

広が りをみせ るなかで,地 域経済の 「持続可

能な発展」(SustainableDevelopment)を

考 えるうえで も,多 くの貴重な示唆 を与える

内容 になってい る.

なかで も地域 開発 ・都市開発の歴史的検討

を通 じて,大 阪経済の 「地盤沈下」 に対応 し

すすめ られた堺 ・泉北 コンビナー ト開発 は も

ちろんの こと,ひ きつづ き推進 された関西新

空港建設やベイエ リア開発な どの 「問接 的振

興策」 は,そ の後全国的 に展 開された 「拠点

開発」方式 に共通す る地域 と隔絶 した 「植民

地型 開発」 ない しは 「外来型開発」である と

規定す る.そ してこのため,地 域経済の振興

に結実す るのではな く,逆 に大阪経済の 「絶

対的衰退」 に結びついた と断罪す る.

す なわち,こ うした公共事 業中心の 「間接
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的産業振興策」の展開は,こ れまで大阪経済

を担 って きた同業種お よび異業種の中小企業

による集積 メ リッ トが活か される方向では も

とよ りなかった.こ のため,た とえば機械工

業 は基盤 的技術がバ ランス良 く蓄積 され,多

種多様な需要 に対応可能な大都市型 を維持 し

なが らも量産需要依存 型 にとどまり,そ こか

らの脱却 が依然 として課題 となっている実態

を浮 きぼ りに してい る.ま た歴史的にも大阪

経 済 を牽 引 し,「 大 阪 らしさ」 を代 表す る繊

維 関連産業 につ いても,単 に生産機能だけで

な くそれ と深 く結 びついた卸 売 りや小売 り機

能 とのかかわ りで,フ ァ ッシ ョン ・ビジネス

化が課題であるこ とを明確に している。 さら

に都市政策や環境政策それ 自体が産業政策の

基盤 にな り得 る といった大都 市本来の特質を

踏まえると,依 然 として産業振興策 と街づ く

りの一体 的 な推進 が不可 欠 との課 題認識 な

ど,本 書に示 された主張 についてはいずれ も

きわめて至当なものであろう.

このように従 来型の地域開発や都市 開発の

政策破綻があ きらか となった 今日,よ うや く

関経連 において も内発発展型の 「関西再生 シ

ナ リオ」が登場 すること となる.そ こでは地

域 の中小企業の位置づ けや 「産業政 策 と都市

政策」の一体的展 開 も強調 されている。 しか

し,そ の一方で大阪経済の衰退問題 について

掘 り下げた原因究明が ないため,市 民の生活

や健康,文 化 な ど 「生 活の 質」 を高めた り,

「水 と緑の都」大 阪の景観や都市 環境 を改善

し再生す るなどといった視点が まった く欠落

してい る。 そればか りか,「 集客都市」構 想

にみ られ るように従来型 の大規模な公共事業

への依存体質か ら脱却す る という点ではほ ど

遠い現実 にある,と 本書で は結論づけてい る.

さらには,い ま一つ深刻 な問題 として看過

で きない点 は,大 阪は全 国的 にも最悪 といえ

るほ どに自治体財政が危機的 な状況にあるに

もかかわ らず,下 か らの地域づ くりをすすめ

る取 り組み や 「「自治 体の復 権』へ の理念」

が きわめ て弱 い とい う点で ある.要 する に,

関西の 「地盤沈下」 とい う問題 はたんに経済

問題 にとどま らず,地 域 を再生す る際不可欠

とな る市民 レベ ル にお け る 「「自立 と自治』

意識の希薄化 と 『空洞化』」 とい う現実 こそ

が 「関西 の 『地盤沈 下 』」 の 「本質」 で は,

との本書の警鐘 は きわめて重要 な指摘であ ろ

う。

以上の ことを確 認 した うえで,今 日の 「大

阪問題」 を考 える際,い くつかの疑 問が残 る

の もまた事実 である。

まず第1に,そ もそ も 「大阪問題」 とはな

にか という点であ る.こ の点 について,序 章

では 「大阪 問題」 を 「重化学工業化 の失 敗」

「東京追随指 向の失敗」 とい う2つ の失敗 と

「グローバ ル化 での ポ ジシ ョニ ング探 しの 困

難」 を克服す るための 「合意 できる新 しい価

値観 の欠如」に起 因す るとしている。しか し,

これはなに も大阪 に限った問題ではな く,全

国各地域が共通 して直面 している問題 で もあ

る。 また 伏 阪問題」 は普遍 的な問題 とロー

カルな問題 をはらんでいる としなが らも,全

体を通 じてその地域固有の問題が必 ず しもあ

きらかにされてい ないのではないか とい う点

である.

またこの問題 に関連 して空 間スケール とい

う点に関 しては,本 書では 二基本的には,行

政区域で ある大 阪府が検討対 象」 であ るが。

課題 に対応 して各地域 に絞 った検討 を行 って

いる とした うえで,な かで も 「大阪市域が最

重要」地域で あると位 置づ けている点である。

すな わち,「 大阪の産業構 造の多層性 」 につ

いては指摘 しなが らも,大 阪府経済 と大阪市

経済の関係,あ るいは大阪市経済 と大阪府下

衛星都市の地域経済 との関連 について,た と

えば各衛星都市経済の 自律化が可能か否か と

いった,い わば 「空間構造 の多層性」 につ い

てはほ とん ど議論 されていないとい う点 であ

る.

第2は 方法論 にかかわって,個 別の産業分

析 と大阪経 済全体 との関係 が不 明確 であ る.

すなわち,大 阪経済の特徴 は 「産業構造 の多

層性 ・多様性 ・個性 とい う視 点に立って,大

阪経済の過去 ・現在 ・未来を描 き出す ことが

必要」 との認識 を示 しなが らも,個 別の産業

分析 はあ くまで もその産業の枠内での議論 に

押 しとどめている とい う問題 であ る.す なわ

ち大阪経済 にお ける個別産業 のあ り方 と大 阪
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経済全体 のグラ ン ドデザ インとの関係が まっ

た く議論 されていない とい う点であ る.し た

がって個別に議論 されてい る問題,た とえば

医薬品産業 における生産機能の空洞化による

研究開発機能 との分離問題や,卸 売 り業の グ

ローバル展 開に もとづ き 「知的創造」部分 を

国内へ残 す とい った問題について も,「 棲み

分 け」に よる国際 的共生 を前提 とした議論の

みではその不 十分性 は免れ ないばか りか,本

書全体の基調 との整合性 といった点か らも大

いに疑 問が残 るところであ る.

第3は 「産業構造の転換の遅れ」に関連 し

て,本 書ではこれまでの公共事業中心の 「間

接的産業振興策」が 「大阪経済の母体部分か

ら遊離 していた」 のはもちろんの こと,大 阪

には同業種 ない しは異業種 による中小企業の

集積があるなかで,そ の集積 メ リットが 「母

体の 強化 に活かせ なかった」 ところに,「 根

本問題があ ったのではないか」 と結論づ けて

いる.し か し,「 大 阪経済の母体 部分」 とい

った場合,肝 心 のそれ は一体 どんな産業のい

か なる状態 を指 してい るのかが明示 されてい

ないのでは という問題 である.

ともあれ,本 書 はこう した諸課題 を残 しつ

つ も,今 後 の大阪経済の再生 に向けた議論 を

すすめ るうえで重要 な一里塚 になることは紛

れもなかろ う.今 後のい っそ うの研 究の深化

を期待 したい ところである.
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